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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営の効率性・健全性の向上をめざし、積極的かつ透明性の高い情報公開を行うとともに、経営戦略の明確化とスピードアップを図り

企業価値の向上を実現させることを基本方針としております。そして、これらの実現により株主の負託に応えるとともに株主以外の顧客、取引先、

地域社会、従業員等のステークホルダー（利害関係者）との良好な関係の構築、維持を図っていくことが企業経営の使命であると考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則１－２　株主総会における権利行使】

　補充原則１－２（４）

　　 議決権の電子行使については、株主・投資家の皆様のご意見・ご要望も参考にしつつ、各種手続き・費用等を勘案し、検討してまいります。

　　 招集通知の英訳につきましては、外国人株主比率等の推移も踏まえ、検討してまいります。

【原則４－１０　任意の仕組みの活用】

　補充原則４－１０（１）

　　 当社は、現在のコーポレート・ガバナンス体制において、社外取締役の適切な関与・助言を得ることは十分に可能であると考えております。

　　 したがって現時点で諮問委員会の設置は必要であるとは考えておりません。

【原則４－１１　取締役・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　補充原則４－１１（３）

　　 取締役会の実効性の分析・評価およびその開示については、取締役会の機能を活性化させるという観点から検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

　当社では、当社を取り巻く様々なステークホルダーとの信頼関係や取引先の維持・強化および地域社会との関係の維持によって将来の事業の

　拡大に資する場合は、政策的に必要な株式を保有しております。

　政策保有株式について、中長期的な観点から、政策保有株式の保有意義、経済合理性について、取締役会において保有の是非を判断して

　おります。保有意義が希薄化した株式は、順次売却・縮減していく方針です。

　政策保有株式の議決権行使について、投資先の基本方針を尊重したうえで、適切なコーポレート・ガバナンス体制の整備や発行会社の中長期

　的な企業価値向上に資する提案であるかどうか、また当社への影響等を総合的に判断して行使します。議決権行使内容については、取締役会

　に報告しております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社では、関連当事者取引について、取締役の利益相反取引に該当する場合は、取締役会の承認を得る事としております。また、取引後は、

　遅延なく当該取引について取締役会に報告します。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、確定拠出年金制度を導入しており、企業年金の運用は行っておりません。

【原則３－１　情報開示の充実】

１．経営基本方針は、「全員の創意で常に新しい商品を世に問い、居住空間の創造を通して21世紀を勝ち抜く企業集団を作ろう」です。

　　また、経営戦略・経営計画の概要は、有価証券報告書、招集通知に「対処すべき課題」「会社の支配に関する基本方針」に取組みの内容を

　　記載しております。

２．コーポレートガバナンスの基本方針は、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。

３．取締役会が報酬を決定するに当たっての方針と手続きは、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。

４．取締役及び監査役候補の指名を行うに当たっての方針・手続きについては、取締役会が、候補者について、人格、識見、能力等を総合的に

　　勘案し、適任であると判断した者について、株主総会に上程しております。解任については、法令・定款等に違反し、当社の企業価値を著しく

　　毀損したと認められるなど、客観的に解任が相当であると判断される場合には、取締役会において十分な審議を尽くした上で、決議することと

　　しております。

５．社外取締役・社外監査役候補者の選任理由については、株主総会参考書類に記載しております。

【原則４－１　取締役会の役割・責務（１）】

　補充原則４－１（１）

　　 当社は、「取締役会規則」、「稟申・決議及び遵守事項」を定め、取締役会で審議・報告すべき事項及び業務執行に係る当社の経営陣に

　　 委任する事項を定めております。

　　 定例の取締役会を毎月開催し、月次の業績に関する事項・問題点を審議し、早期に対応しております。また、付議案件を審議・決議する

　　 のみでなく、経営に関する多角的な討議を行なっております。



　　 販売本部・技術本部・管理本部の各部門に取締役である本部長を任命し、本部長と代表取締役で、毎月２回本部長会を開催し、意見交換

　　 を行い、取締役会に提出すべき議題の検討を行なっております。なお、その場で経営政策を実質的に決定されるという事はなく、重要事項

　　 は必ず 取締役会において十分な討議・審議がなされております。

　　 また、社外取締役による実効性の高い監督体制と、監査役による取締役の職務執行に対する独立性の高い監査体制を敷いております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、会社法や東京証券取引所が定める独立性基準に加え、専門的な知見及び経営監督・監視能力を有する事、また、一般株主との利益

　相反が無い事としております。

【原則４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　補充原則４－１１（１）

　　 当社では、営業部門を統括する「販売本部」、生産・開発部門を統括する「技術本部」、経理財務・総務部門を統括する「管理本部」、各部門

　　 で業務を長年担当し、精通した統治能力の優れた取締役を選任、企業経営経験者及び企業法務・コンプライアンス等に精通した弁護士

　　 からなる社外取締役を選任しております。また、管理本部担当取締役を多年にわたり経験した常勤監査役、経理・財務・税務に精通した

　　 社外監査役２名により、取締役会において機能向上・活性化に努め、統治機構の充実を図っております。　

　補充原則４－１１（２）

　　 当社では、社外取締役・社外監査役の他社の兼任状況は、株主総会招集通知等で毎年、開示を行なっております。

【原則４－１４　取締役・監査役のトレーニング】

　補充原則４－１４（２）

　　 取締役が、求められる役割と責務（法的責任を含む）を全うする上で、必要な知識・情報を取得する為に、外部セミナー、 他社との交流会等

　　 必要な機会の提供、斡旋を行なっております。

　　 監査役においても、必要に応じ、各種セミナーや他業種との意見交換会に参加し、監査役として必要な知識の習得及び監査役の役割と責務

　　 の理解促進に努めています。

　　 なお、各費用につきましては、全て会社負担としております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　株主からの受託者責任を果たし、会社や株主共同の利益を高める為、情報公開が重要な経営課題と捉えております。重要事項が発生した

　場合は、各ステークホルダーが必要とする情報提供を東京証券取引所や、当社ホームページ等への掲載を速やかに実施しております。

　株主様より、お問い合わせがあった場合は真摯に誠心誠意、当社の考えをご説明しております。

　また、頂いたご意見につきましては、今後の経営の参考とさせて頂いております。

　これらを実施していくことによって、株主・投資家の皆様との信頼関係を築きあげ、企業価値をさらに高めていきたいと考えております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社三井住友銀行 567,750 4.70

神栄株式会社 486,500 4.02

日本生命保険相互会社 436,496 3.61

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 398,496 3.30

ＣＢＣ株式会社 301,500 2.49

日工株式会社 284,000 2.35

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 262,500 2.17

株式会社トクヤマ 262,500 2.17

ノザワ従業員持株会 252,924 2.09

株式会社みなと銀行 210,000 1.73

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 3 月



業種 ガラス・土石製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

羽尾　良三 弁護士

小鹿　彦太 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

羽尾　良三 ○ ―――

弁護士として、企業法務に精通しており、法律・
コンプライアンスに関する幅広い知識と見識を
有していることから、当社経営の重要事実の決
定及び業務遂行の監督等に十分な役割を発揮
していただけるものと判断しております。

小鹿　彦太 ○

当社主要取引先株式会社三井住友銀行
に32年間勤務（執行役員期間２年間含む）
しておりましたが、2010年に同行における
すべての役職を退任しております。

金融業務への従事及び金融機関の執行役員
等の経験を有し、財務、会計、会社経営等に

関する幅広い知識と見識を有していることか
ら、当社経営の重要事実の決定及び業務遂行
の監督等に十分な役割を発揮していただける
ものと判断しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社はEY新日本有限責任監査法人を会計監査人に選任しており、当該監査法人は年間会計監査計画に則り、当社及び連結子会社に対し会社
法及び金融商品取引法に基づく監査を実施しております。当社の監査役とは定期的に情報交換を行っており、各事業所監査の実施にあたっては

監査役が同行するなど積極的に相互の連携を図っております。

内部監査については監査室を設け、定期的に会計監査、業務監査を実施し、各事業所における業務の適法性・適正性・効率性を中心とした問題

点の指摘、改善の方向性の提案を行っています。各監査役とは監査の結果報告及び意見交換を適宜行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

吉田眞明 税理士

檀上秀逸 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

吉田眞明 ○ ―――

税理士として税法を中心に会計全般にわたり

広範な知識を有しているほか、税務業務を

通じ企業経営全般を熟知しており、当社社外

監査役として適任であると考え選任しておりま
す。

檀上秀逸 　 ―――

他社の社外監査役の実績を有し、公認会計士
として有する専門的な知識・経験等を有してお
り、当社社外監査役として適任であると考え

選任しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役報酬につきましては、基礎報酬と前期の経常利益、1株当たりの期末配当金の額及び社内で決定した業績評価のうち当該取締役が担当

する部門評価をもとに当期の報酬額を決定しております。なお、平成18年6月29日をもって役員退職慰労金制度を廃止いたしました。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告に取締役、監査役のそれぞれの報酬総額及び社内、社外（監査役）の別を記載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等の決定については、各取締役の役位等に基づく基礎報酬部分と前期の業績等の業績報酬部分から決定し、監査役の報酬は、監
査役会の協議により決定している。なお、報酬総額については、株主総会で決議された総額の上限額の範囲内において適正に決定している。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役については、取締役会等を通じて内部監査・監査役監査及び会計監査の報告を受け、取締役の業務執行に対する経営監督機能が果
たせる体制としております。

社外監査役については、監査室が実施した内部監査結果の報告を定期的に受け、会計監査人と定期的な情報や意見交換を行うとともに会計

監査人による監査結果の報告を受け、取締役及び監査役会において適宜報告および意見交換できる体制としております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

野澤　太一郎 最高顧問
社外活動への参加や取引先との
関係維持に従事

常勤・報酬有 1995/6/1 定めなし

野澤　源二郎 特別顧問
社外活動への参加や取引先との
関係維持に従事

常勤・報酬有 2001/4/1 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名



その他の事項

当該顧問は、経営の意思決定には関与いたしません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は次の2点を経営の2本柱として定め、この柱のもと当社グループの経営、業務執行が遂行されます。1つは向こう3年間の経営計画を全社

（グループ会社含む）で立案、部門ごとの具体的方針を策定し、計画実現に向けて全社員が参画する中長期計画です。

2つ目はＮＮＰＳ（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）。「必要な商品を、必要な時に、必要なだけお客様にお届けする」の理念のもと、物件別
生産によって在庫をなくすなど、あらゆる無駄を排除することにより経営効率改善を図ります。

当社は、事業領域を「販売」「技術」「管理」に区別し、各本部の責任者に本部長を任命し、月２回の本部長会で業務執行状況、取締役会への付議
事項を検討しております。

監査役機能強化として、監査役は取締役会への出席を義務とし、各監査役がそれぞれの立場から意見表明を行うとともに、監査役会で定めた

監査の方針、業務分担等に従い、取締役の業務執行の監督、監視を行なっております。

取締役候補者の選定は、社長の推薦による候補者について、取締役会での承認を経て、株主総会にて選任決議いたします。

監査役候補者については、監査役会同意のもと、取締役会の承認、株主総会にて選任決議いたします。

取締役の報酬等の決定については、各取締役の役位等に基づく基礎報酬部分と前期の業績等の業績報酬部分から決定し、監査役の報酬は、

監査役会の協議により決定しております。なお、報酬総額については、株主総会で決議された総額の上限額の範囲内において適正に決定してお
ります。

会計監査につきましては、EY新日本有限責任監査法人と監査契約しており、同監査法人が会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を実施
しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は監査役設置会社であり、監査役３名のうち２名が社外監査役であります。

監査役は、取締役会等重要な会議に出席するほか、重要な決済書類を閲覧し、取締役及び従業員の報告を必要に応じて聴取しており、外部の立
場、経営監視の立場から自由に意見を述べられる独立性を確保した体制となっております。またこれに基づく指摘も随時行っており、監査体制の
充実を図りつつ、経営の意思決定についての迅速性・機動性が確保されると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日より早期に発送しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載

決算情報・適時開示資料に加え、新商品・新工法の公開資料等についても、

発表当時にニュースリリースをホームページに掲載し、株主、投資家等の

皆様に対して公表しております。また、株主以外の方々にも当社への理解を

深めてもらうため、事業のご報告を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署は、総務部としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境推進室を設置し、環境問題に対する取り組みを会社組織として遂行するほか、環境管
理基本方針を定め当社の環境に対する基本方針を宣言するとともに、ホームページにも掲
載し、広く公開しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株主をはじめとする当社を取り巻く顧客、取引先、地域社会、従業員等のステークホル
ダーに対し積極的かつ透明性の高い情報開示を行い、経営の健全性を高めることを経営
の基本方針としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当会社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当会社の業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制」という）を整備

する。

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

（１）企業行動指針をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を定め、法令・定款及び社会規範を遵守した行動規範とする。

（２）コンプライアンス推進委員会を所管するコンプライアンス担当取締役は、全社横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に

　　 努める。コンプライアンス担当取締役を委員長とする社内倫理委員会において、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を

　　 取締役会へ報告し是正を図る。

（３）取締役及び監査役が当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には直ちに社内倫理委員会

　　 事務局に報告するものとする。使用人がコンプライアンス上問題ある行為等について発見した場合には、コンプライアンス・ホットラインを

　　 通じて直接情報提供を行う。

２．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する文書管理規程を定める。

（２）取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し保存する。取締役及び監査役は、これらの文書等を

　　 閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

（２）不測の事態が発生した場合には、担当取締役は社長に報告し対策本部を設け、迅速に対応する。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、定時取締役会を月１回、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催する。

　　 当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、事前に社長及び本部長を委嘱された取締役で構成する本部長会を経て、

　　 取締役会で審議・承認を行うものとする。

（２）取締役会の決定に基づく業務執行については、業務運営規則に、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定めるもの

　　 とする。

５．当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１） 当社及び当社グループにおける内部統制の構築を目指し、当社にグループ全体の内部統制に関する部署を設け、当社及び当社グループ

　　　間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示、要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

（２） 当社取締役及び当社グループの社長は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

（３） 監査室は、当社及び当社グループの内部監査を実施し、その結果を当社取締役及び監査役、当社グループの社長に報告する。

　　　監査室は必要に応じて、内部統制の改善策を指導、実施の支援・助言を行う。

（４） 当社は、子会社の管理責任を明確にする為、子会社毎に担当役員を定める。子会社の役員は、定期的に当社の担当役員へ、業績・その他

　　　重要な情報を報告する。

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に

　　関する事項

　　監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた

　　使用人はその命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。

７．監査役の職務を補助すべき使用人に対する実効性の確保に関する事項

　　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社及び当社グループの役員および使用人に周知徹底

　　する。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

（１） 取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、

　　　コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を報告する。監査役は、必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求める

　　　ことができるものとする。

（２） 当社は、上記の報告及び上記１．１（３）の情報提供を行った役員・使用人に対し、いかなる不利益な取り扱いも行わない。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１） 監査役は、顧問弁護士及び監査契約を締結した監査法人の公認会計士より、監査業務に関する助言を受けることができる。

（２） 監査役は、社長・取締役と定期的に意見交換を行う。

10．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る

　　 方針に関する事項

　　 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に



　　 係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、コンプライアンス体制の充実と強化を図るべく、「コンプライアンスマニュアル」を定め、役員、従業員等は、日常から公正明朗な取引を

行うことを心がけるとともに、相互に法令等を遵守する企業風土の醸成につとめております。

具体的な取組みとしましては、兵庫県警及び管轄警察並びに兵庫県企業防衛対策協議会に入会し、警察等関係諸機関及び会員相互の連携を

図り、反社会勢力による不法、不当な行為を予防、排除することに努めております。

反社会的勢力からの接触があった場合は、当該部門より総務部に報告し、必要な場合は早期に警察や顧問弁護士等に相談し、適切な処置を

講じる体制となっております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、2008年6月27日開催の当社第148回定時株主総会において承認可決された「当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針

（買収防衛策）」の継続を決定し、2017年6月29日開催の第157回定時株主総会において承認可決いただいております。

詳細につきましては、当社ホームページ（http://www.nozawa-kobe.co.jp） 2017年5月12日プレスリリースをご参照ください。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

会社情報の適時開示に係わる社内体制

１．適時開示の担当部署

　　当社は経営内容の公正性と透明性を高めるべく、投資者に適時適切な会社情報の開示を行なう事を基本姿勢とし、以下のとおり適時開示

　　すべき情報を取扱います。

　　 ・情報の集約、管理は、管理本部担当役員である情報取扱責任者が行ないます。

　　 ・情報取扱責任者は情報の重要性の判断、適時開示情報か否かについて総務部、経理部、当該案件担当部等とともに「上場有価証券の

　　　 発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」等に準じ検討します。

　　 ・適時情報の開示は、情報取扱責任者の指示のもと総務部、経理部、担当案件担当部が行ないます。

２．会社情報の適時開示に係わる社内体制及び時期

　　当社及び子会社において発生した重要事実等投資者の投資判断に重大な影響を与えるおそれのある会社情報は、直ちに各部長、事業所長

　　又は子会社の代表取締役社長より情報取扱責任者及び当該案件担当役員に報告することとします。

　　報告を得た情報取扱責任者は、適時開示情報の集約管理を行い、決定事実については、取締役会承認後遅延なく、適時開示を行ないます。

　　発生事実については、取締役会に報告後（緊急時は代表取締役社長に報告）遅延なく適時開示を行ないます。






